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地域経済の概況 

 

 

○令和 7 年 7 月判断と比べた 7 年 10 月判断の地域経済の動向 

「総括判断」は、全 11 地域において「据え置き」。 

 

○令和 7 年 10 月判断の全局総括判断 

「一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある」 

 

 

【財務局等の管轄区域】 

財務局等 指標中略称 管轄都道府県 本局所在地 

北海道財務局 北海道 北海道 札幌市 

東北財務局 東北 宮城県、青森県、岩手県、秋田県、 

山形県、福島県 

仙台市 

関東財務局 関東 埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県、 

千葉県、東京都、神奈川県、 

新潟県、山梨県、長野県 

さいたま市 

北陸財務局 北陸 石川県、富山県、福井県 金沢市 

東海財務局 東海 愛知県、岐阜県、静岡県、三重県 名古屋市 

近畿財務局 近畿 大阪府、滋賀県、京都府、兵庫県、 

奈良県、和歌山県 

大阪市 

中国財務局 中国 広島県、鳥取県、島根県、岡山県、 

山口県 

広島市 

四国財務局 四国 香川県、徳島県、愛媛県、高知県 高松市 

九州財務局 九州 熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 熊本市 

福岡財務支局 福岡 福岡県、佐賀県、長崎県 福岡市 

沖縄総合事務局財務部 沖縄 沖縄県 那覇市 
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全財務局　管内経済情勢報告

前回との
基調比較 全局総括判断の要点前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断）

全局総括
個人消費は、物価上昇の影響等がみられるものの、緩やかに回復しつつあ
る。生産活動は、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。雇用情勢
は、緩やかに改善しつつある中、企業の人手不足感は続いている。

一部に弱さがみられるものの、緩
やかに回復しつつある

一部に弱さがみられるものの、緩
やかに回復しつつある

北海道
個人消費は、持ち直している。生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情
勢は、緩やかに持ち直している。観光は、緩やかに拡大しつつある。

財務局名
前回との
基調比較 各財務局の総括判断の要点前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断）

持ち直している持ち直している

関  東

個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直してい
る。生産活動は、食料品・たばこなどが増加する一方、輸送機械や化学など
が減少しており、一進一退の状況にある。雇用情勢は、人手不足を背景に企
業の採用意欲が高い状況にあるなか、改善しつつある。

東  北

個人消費は、一部に弱さがみられるものの、持ち直している。生産活動は、
食料品など減少している業種があるほか、電子部品・デバイスが一進一退の
状況にあるものの、輸送機械が回復しつつあることなどから、持ち直しつつ
ある。雇用情勢は、有効求人倍率がこのところ低下しており、新規求人数が
前年を下回っているものの、企業の人手不足感が引き続き高い状況にあるこ
となどから、緩やかに持ち直している。

持ち直している

持ち直している

持ち直している

持ち直している

東  海
個人消費は、持ち直している。生産活動は、自動車関連を中心に緩やかに回
復しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善しているが、企業の人手不足感は
続いている。

緩やかに回復しつつある

北  陸

個人消費は、百貨店・スーパー販売が緩やかに回復しつつあるほか、ドラッ
グストア販売が拡大していることなどから、全体では緩やかに回復しつつあ
る。生産活動は、化学が緩やかに回復しているほか、生産用機械が持ち直し
つつあるものの、電子部品・デバイスが弱い動きとなっており、全体では一
進一退の状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。

緩やかに持ち直している緩やかに持ち直している

緩やかに回復しつつある

近  畿

個人消費は、インバウンドの増加もあり、緩やかに回復しつつある。生産活
動は、汎用・業務用機械などが上昇しているものの、石油・石炭製品などが
低下しており、一進一退の状況にある。雇用情勢は、有効求人倍率がおおむ
ね横ばいで推移するなか、完全失業率は低水準で推移しており、緩やかに持
ち直している。

緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある

中  国

個人消費は、物価上昇の影響がみられるなか、一部に弱さがみられるもの
の、緩やかに回復しつつある。生産活動は、鉄鋼が増加しているものの、汎
用・業務用・生産用機械などが減少しており、弱含んでいる。雇用情勢は、
人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、緩やかに改善しつ
つある。

一部に弱さがみられるものの、緩
やかに回復しつつある

一部に弱さがみられるものの、緩
やかに回復しつつある

四  国

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、スーパーやコンビニエンス
ストアが堅調となっていることから、全体としては緩やかに持ち直してい
る。生産活動は、化学が一進一退の状況にあるほか、電気機械、非鉄金属が
弱含んでいることから、全体としては弱含んでいる。雇用情勢は、緩やかに
持ち直している。

緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している

一部に弱さがみられるものの、緩
やかに回復しつつある

九  州
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、回復しつつある。生産活動
は、一部に弱さがみられており、横ばいの状況にある。雇用情勢は、持ち直
している。

物価上昇の影響がみられるもの
の、回復しつつある

物価上昇の影響がみられるもの
の、回復しつつある

福  岡
個人消費は、回復のテンポが緩やかになっている。生産活動は、はん用・生
産用機械の生産活動に持ち直しの動きがみられるなど、緩やかに持ち直しつ
つある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。

一部に弱さがみられるものの、緩
やかに回復しつつある

（注） 7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断。
　　　下線部が基調判断。

沖  縄
個人消費は、回復している。観光は、緩やかに拡大しつつある。雇用情勢
は、緩やかに持ち直しつつある。回復している 回復している
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（参考）財務局及び財務事務所において判断した各地域の経済情勢

総括判断（7年10月判断）
前回と
の比較 総括判断の要点

北海道財務局 持ち直している
個人消費は、持ち直している。生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。
観光は、緩やかに拡大しつつある。

東北財務局 持ち直している

個人消費は、一部に弱さがみられるものの、持ち直している。生産活動は、食料品など減少している業種があ
るほか、電子部品・デバイスが一進一退の状況にあるものの、輸送機械が回復しつつあることなどから、持ち
直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率がこのところ低下しており、新規求人数が前年を下回っているもの
の、企業の人手不足感が引き続き高い状況にあることなどから、緩やかに持ち直している。

➣ 宮　城 持ち直している
個人消費は一部に弱さがみられるものの、持ち直しており、生産活動は持ち直しつつある。雇用情勢は緩やか
に持ち直している。

➣ 青　森 持ち直している 個人消費は持ち直しており、生産活動は足踏みの状況にある。雇用情勢は横ばいの状況にある。

➣ 岩　手 一進一退の状況にある 個人消費は持ち直しており、生産活動は一進一退の状況にある。雇用情勢は弱含んでいる。

➣ 秋　田 緩やかに持ち直しつつある
個人消費は一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は持ち直しに向けた動きに一服
感がみられる。雇用情勢は横ばいの状況にある。

➣ 山　形 持ち直しつつある 個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は足踏みの状況にある。

➣ 福　島 緩やかに持ち直しつつある
個人消費は一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しており、生産活動は緩やかに持ち直しつつある。
雇用情勢は緩やかに持ち直している。

関東財務局 持ち直している
個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直している。生産活動は、食料品・たばこ
などが増加する一方、輸送機械や化学などが減少しており、一進一退の状況にある。雇用情勢は、人手不足を
背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、改善しつつある。

➣ 埼　玉 持ち直している
個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直している。生産活動は、一進一退の状況
にある。雇用情勢は、人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、持ち直しつつある。

➣ 茨　城 持ち直している
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している。生産活動は一進一退の状況にあり、雇用情
勢は緩やかに持ち直している。

➣ 栃　木 持ち直している
個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、横ばいの状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直して
いる。

➣ 群　馬 持ち直している 個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、持ち直しつつある。雇用情勢は、足踏みの状況にある。

➣ 千　葉 持ち直している
個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、足踏みの状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直しつ
つある。

➣ 東　京 一部に弱い動きがみられるものの、回復しつつある 個人消費は、回復しつつある。産業活動は、緩やかに回復しつつある。雇用情勢は、改善している。

➣ 神奈川 回復に向けたテンポが緩やかになっている
個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は、足踏みの状況にある。
雇用情勢は、持ち直しのテンポが緩やかになっている。

➣ 新　潟 持ち直している
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、横ばいの状況にあ
る。雇用情勢は、改善しつつある。

➣ 山　梨 持ち直している
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。
雇用情勢は、持ち直している。

➣ 長　野 持ち直している 個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、持ち直しつつある。雇用情勢は、足踏みの状況にある。

北陸財務局 緩やかに持ち直している

個人消費は、百貨店・スーパー販売が緩やかに回復しつつあるほか、ドラッグストア販売が拡大していること
などから、全体では緩やかに回復しつつある。生産活動は、化学が緩やかに回復しているほか、生産用機械が
持ち直しつつあるものの、電子部品・デバイスが弱い動きとなっており、全体では一進一退の状況にある。雇
用情勢は、緩やかに持ち直している。

➣ 石　川 緩やかに持ち直している
個人消費は、緩やかに回復しつつあり、生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直し
ている。

➣ 富　山 持ち直している
個人消費は、緩やかに回復しつつあり、生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち
直しつつある。

➣ 福　井 緩やかに回復しつつある 個人消費は、回復しつつあり、生産活動は、持ち直しつつある。雇用情勢は、持ち直している。

東海財務局 緩やかに回復しつつある
個人消費は、持ち直している。生産活動は、自動車関連を中心に緩やかに回復しつつある。雇用情勢は、緩や
かに改善しているが、企業の人手不足感は続いている。

➣ 愛　知 緩やかに回復しつつある 個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩やかに回復しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善している。

➣ 岐　阜 緩やかに回復しつつある
個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩やかに回復しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善しつつあ
る。

➣ 静　岡 緩やかに回復しつつある
個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、改善に向けた
テンポが緩やかになっている。

➣ 三　重 持ち直している
個人消費は、持ち直している。生産活動は、回復のテンポが緩やかになっている。雇用情勢は、改善の動きに
足踏みがみられる。

（注） 7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断。
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総括判断（7年10月判断）
前回と
の比較 総括判断の要点

近畿財務局 緩やかに回復しつつある
個人消費は、インバウンドの増加もあり、緩やかに回復しつつある。生産活動は、汎用・業務用機械などが上
昇しているものの、石油・石炭製品などが低下しており、一進一退の状況にある。雇用情勢は、有効求人倍率
がおおむね横ばいで推移するなか、完全失業率は低水準で推移しており、緩やかに持ち直している。

➣ 大　阪 緩やかに回復しつつある
個人消費は緩やかに回復しつつある。生産活動は一進一退の状況にある。雇用情勢は緩やかに持ち直してい
る。

➣ 滋　賀 緩やかに持ち直している 個人消費は緩やかに持ち直しつつある。生産活動は緩やかに持ち直している。雇用情勢は持ち直しつつある。

➣ 京　都 緩やかに回復しつつある
個人消費は回復に向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は持ち直している。雇用情勢は緩やかに持ち
直している。

➣ 兵　庫 持ち直しのテンポが緩やかになっている
個人消費は横ばいの状況にある。生産活動は持ち直しつつある。雇用情勢はテンポが緩やかながらも、持ち直
しつつある。

➣ 奈　良 持ち直している 個人消費は緩やかに回復しつつある。生産活動は足踏みの状況にある。雇用情勢は緩やかに持ち直している。

➣ 和歌山 持ち直しのテンポが緩やかになっている
個人消費は持ち直しのテンポが緩やかになっている。生産活動は足踏みの状況にある。雇用情勢は持ち直しの
テンポが緩やかになっている。

中国財務局
一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復し
つつある

個人消費は、物価上昇の影響がみられるなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある。生産
活動は、鉄鋼が増加しているものの、汎用・業務用・生産用機械などが減少しており、弱含んでいる。雇用情
勢は、人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、緩やかに改善しつつある。

➣ 広　島
一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復し
つつある

個人消費は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある。生産活動は、横ばいの状況にある。雇
用情勢は、緩やかに改善しつつある。

➣ 鳥　取 持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている
個人消費は、回復に向けたテンポが緩やかになっている。生産活動は、足踏みの状況にある。雇用情勢は、弱
含んでいる。

➣ 島　根 緩やかに持ち直している 個人消費は、持ち直している。生産活動は、横ばいの状況にある。雇用情勢は、横ばいの状況にある。

➣ 岡　山
一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復し
つつある

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある中、一部に弱さがみられる。
雇用情勢は、緩やかに改善しつつある。

➣ 山　口 緩やかに回復しつつある
個人消費は、回復しつつある。生産活動は、持ち直しつつある中、一部に弱さがみられる。雇用情勢は、緩や
かに改善しつつある。

四国財務局 緩やかに持ち直している
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、スーパーやコンビニエンスストアが堅調となっていることか
ら、全体としては緩やかに持ち直している。生産活動は、化学が一進一退の状況にあるほか、電気機械、非鉄
金属が弱含んでいることから、全体としては弱含んでいる。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。

➣ 香　川 緩やかに持ち直している
個人消費は、緩やかに持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、持ち直してい
る。

➣ 徳　島 緩やかに持ち直している
個人消費は、緩やかに持ち直している。生産活動は、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。雇用情
勢は、緩やかに持ち直しつつある。

➣ 愛　媛 緩やかに持ち直している 個人消費は、緩やかに持ち直している。生産活動は、弱含んでいる。雇用情勢は、持ち直しつつある。

➣ 高　知 緩やかに持ち直しつつある
個人消費は、緩やかに持ち直しつつある。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに持
ち直している。

九州財務局
物価上昇の影響がみられるものの、回復しつつ
ある

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、回復しつつある。生産活動は、一部に弱さがみられており、
横ばいの状況にある。雇用情勢は、持ち直している。

➣ 熊　本
物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回
復している

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回復している。生産活動は、一部に弱さがみられる
ものの、緩やかに持ち直している。雇用情勢は、持ち直している。

➣ 大　分 緩やかに回復しつつある
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回復しつつある。生産活動は、一部に弱さがみられ
るものの、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善している。

➣ 宮　崎
物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回
復しつつある

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回復しつつある。生産活動は、一部に持ち直しの動
きがみられるものの、弱含んでいる。雇用情勢は、緩やかに改善しつつある。

➣ 鹿児島 緩やかに回復しつつある
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに回復しつつある。生産活動は、一部において持ち直
しの動きがみられるものの弱含んでいるほか、雇用情勢は、持ち直しの動きに足踏みがみられる。

福岡財務支局
一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復し
つつある

個人消費は、回復のテンポが緩やかになっている。生産活動は、はん用・生産用機械の生産活動に持ち直しの
動きがみられるなど、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。

➣ 福　岡
一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復し
つつある

個人消費は、回復のテンポが緩やかになっている。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩
やかに持ち直している。

➣ 佐　賀 緩やかに回復しつつある
個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善
しつつある。

➣ 長　崎 緩やかに回復しつつある
個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、県内での各種イベントの効果もあり、回復しつつある。生産
活動は、電子部品・デバイスを中心に緩やかに持ち直している。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。

回復している 個人消費は、回復している。観光は、緩やかに拡大しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち直しつつある。沖縄総合事務局
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2 各財務局からの報告 
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北海道財務局
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北海道財務局 

 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、持ち直している」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、緩やかに持ち直して

いる。観光は、緩やかに拡大しつつある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 持ち直している 持ち直している 
 

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 
 

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している  
 

設備投資 7年度は増加見込み 7年度は減少見込み 
 

観光 回復している 緩やかに拡大しつつある 
 

企業収益 7年度は減益見込み 7年度は増益見込み 
 

企業の 

景況感 
「下降」超となっている 「上昇」超となっている 

 

住宅建設 弱含んでいる 弱い動きとなっている 
 

公共事業 前年を上回る 前年を上回る  

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが

期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要が

ある。 
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北海道財務局 

 

2．各論 
 個人消費 「持ち直している」 

スーパー販売は、総菜や冷凍食品などの飲食料品が堅調であり、前年を上回っている。コンビニエンス

ストア販売は、弁当や総菜などの飲食料品の需要が引き続き堅調であり、前年を上回っている。ドラッグ

ストア販売は、季節品が好調であったほか、インバウンドも堅調に推移しており、前年を上回っている。

百貨店販売は、国内客への販売は堅調に推移しているものの、インバウンド向けの販売が低調であったこ

とから、前年を下回っている。家電販売は、記録的猛暑によりエアコンの売上げが増加したほか、ゲーム

機やパソコンの販売が好調に推移していることから、前年を上回っている。ホームセンター販売は、記録

的猛暑や熱中症対策の義務化を背景として、夏物家電、熱中症対策商品などが好調であったことから、前

年を上回っている。乗用車販売は、新型車の投入遅れや人気車種の納期長期化などから前年を下回ってい

るものの、足下では回復がみられる。 

（主なヒアリング結果） 

  嗜好品の買上点数がやや減少傾向にあるものの、記録的猛暑であったこともあり、自宅での調理負担軽減のため、総菜や

冷凍食品等の販売は好調であった。（スーパー） 

  売上げの増加は値上げによる影響が大きいものの、弁当、総菜の売行きは引き続き堅調に推移している。一方、猛暑にも

関わらず、飲料等は伸び悩んだ。（コンビニエンスストア） 

  猛暑の影響で、日焼け止めや化粧水、制汗剤など、季節品の売行きが好調であった。（ドラッグストア） 

  国内客は、季節品や食料品等を中心に堅調となっている。インバウンドについては、客単価が低下傾向にあるほか、7 月

はSNSで災害に関する予言情報が広がったことから低調であったものの、8月以降は回復基調にある。（百貨店） 

  既存OSのサポート終了に伴いパソコンの販売が好調であったほか、ゲーム機の需要も高い状況が続いている。（家電量販

店） 

  記録的猛暑の影響により冷風機やファン付作業服が好調であった一方で、例年9月から動き出す暖房器具の出足は鈍かっ

た。（ホームセンター） 

  前年の認証不正に伴う反動増の効果が薄れたことや、一部メーカーの新型車の投入が遅れたことが、今期の販売が減少し

た要因となっている。 （自動車販売） 

 生産活動 「一進一退の状況にある」 

生産活動は、一進一退の状況にある。 

  今期は設備の一時的なトラブルなどから生産量が減少したものの、受注は依然として堅調であり、生産動向に変化はな

い。（窯業・土石） 

  地震に伴う津波警報の発令により、設備の稼働を丸一日停止したことから、今期は生産量が減少したが、国内、海外向

けともに、受注は引き続き堅調であった。（輸送機械） 

  今期のホタテは、大型サイズが少なかったことなどから、北米からの需要が減少したものの、東南アジアの日本食レス

トランを中心に消費量が増加しており、引き続き堅調な生産動向となっている。（食料品） 

 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」 

雇用情勢は、人手不足を背景として企業の求人意欲が高い状況にあり、緩やかに持ち直している。 

  人材を確保するため、ハローワークのみではなく、高いコストをかけてでも民間求人サービス等を活用する企業が非常に

増加している。このような背景から、企業における人手不足感が深刻化し、求人意欲がより高くなっていると感じている。                         

                                 （職業紹介・労働者派遣） 

  労働時間選択制度や時短勤務、フレックスタイムの導入など、従業員がライフスタイルに沿って柔軟に選択できる職場環

境を整え、人材確保につなげている。（医療） 

  これまでも全職員に対し一律の賃上げを実施しているが、給与面における条件向上のため、今後も最低賃金の上昇や物価

高騰などの情勢に応じた定期昇給やベースアップを進め、人材を確保していく予定である。（建設） 
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北海道財務局 

 設備投資 「7年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「食料品」などが増加していることから、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「小売業」などが減少していることから、全体では減少見込みとなっている。 

  生産効率やコスト効率の向上を目的として、工場の集約に伴う設備投資を実施したことから、前年を上回っている。（食料

品） 

  前年度は物流拠点の整備など大規模な設備投資を実施したことに伴い、今年度は反動減がみられるが、積極的な設備投資

スタンスは変わらない。（小売） 

  前年度は基幹システムの補修に伴い設備投資額が膨らんだところ、今年度は維持更新が中心となっているが、設備投資の

意欲は低下していない。（純粋持株会社） 

 観光 「緩やかに拡大しつつある」 

○ 観光は、来道客数、外国人入国者数ともに前年及びコロナ前を上回っており、緩やかに拡大しつつある。 

  新千歳空港発着便が好調に推移しているほか、道内地方空港も機材の大型化や季節運航便の増便等により、来道客数は前

年を上回っている。（運輸） 

  インバウンドについては、引き続き台湾客が好調であることに加え、直行便の増便を背景に中国客や韓国客が大きく増加

したことなどから、前年を上回っている。（観光） 

  宿泊予約状況は国内客、インバウンドともに順調。10月は中国の国慶節に加え、韓国や台湾も日並びの良い連休があるほ

か、11月は札幌で人気アーティストの大規模ライブがあるなど明るい話題も多く、期待感は大きい。（宿泊） 

 企業収益 「7年度は増益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「輸送用機械器具」などが減益となっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「小売業」などが増益となっていることから、全体では増益見込みとなっている。 

 企業の景況感「「上昇」超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 企業の景況判断BSIは、全産業で「上昇」超となっている。 

  なお、先行きは、8年1～3月期に「下降」超へ転じる見通しとなっている。 

 住宅建設 「弱い動きとなっている」 

○ 住宅建設は、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を下回っており、弱い動きとなっている。 

 公共事業 「前年を上回る」 

○ 公共事業を前払金保証請負金額でみると、第 2四半期は、独立行政法人等が前年を下回っているものの、
国、北海道、市町村が前年を上回っており、全体では前年を上回っている。 

 金融 「貸出金残高は前年を上回る」 

 企業倒産 「前年を下回る」 

 消費者物価 「前年を上回る」 
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東北財務局
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東北財務局 

 

1.総論 

【総括判断】「管内経済は、持ち直している」  

項  目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している 

 

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点）  

個人消費は、一部に弱さがみられるものの、持ち直している。生産活動は、食料品など減少している

業種があるほか、電子部品・デバイスが一進一退の状況にあるものの、輸送機械が回復しつつあること

などから、持ち直しつつある。雇用情勢は、有効求人倍率がこのところ低下しており、新規求人数が前

年を下回っているものの、企業の人手不足感が引き続き高い状況にあることなどから、緩やかに持ち直

している。 

【各項目の判断】 

項  目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
一部に弱さがみられるものの、持ち直してい
る 

一部に弱さがみられるものの、持ち直している  

生産活動 持ち直しつつある 持ち直しつつある  

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している  

 

設備投資 7年度は増加見込み 7年度は増加見込み  

企業収益 7年度は増益見込み 7年度は増益見込み  

企業の 

景況感 
「下降」超幅が縮小 「下降」超幅が縮小  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている  

公共事業 前年度を上回っている 前年度を上回っている  

 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直し

ていくことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影

響に注意する必要がある。 
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東北財務局 

 

2.各論 
  

 個人消費 「一部に弱さがみられるものの、持ち直している」 

スーパー販売は商品の値上げの影響等により、前年を上回っている。百貨店販売は飲食料品等が低調と
なっており、前年を下回っている。コンビニエンスストア販売は商品の値上げの影響やキャンペーン効果
などから、前年を上回っている。ドラッグストア販売は飲食料品や日用品などが好調となっており、前年
を上回っている。ホームセンター販売は季節商品等が好調となっており、前年を上回っている。家電大型
専門店販売はパソコン等が好調となっており、前年を上回っている。乗用車販売は一部車種の受注の抑制
等により、前年を下回っている。旅行は国内旅行が堅調となっているほか、海外旅行にも持ち直しの動き
がみられる。このように、個人消費は、一部に弱さがみられるものの、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 物価高を受け来店客数は落ち込んでいるが、米を中心とした商品の値上げが売上げ全体を押し上げている。（スーパー）  

➢ 中元は儀礼的ギフトの意識が薄れているほか、日常の食料品では節約志向により生鮮食品や酒類などが低調。（百貨店） 

➢ 米価高騰等による商品の値上げの影響に加え、高単価おにぎりがプロモーション効果で好調なことなどから、客単価が上
昇している。（コンビニエンスストア） 

➢ 購入頻度の高い食料品と日用品を、強化カテゴリーとして安く提供していることが顧客誘引につながっており、売上げ・
来店客数は増加の傾向が続いている。（ドラッグストア） 

➢ 猛暑の影響で、ポータブルクーラーやファン付ウェアなどが好調。今年から、職場での熱中症対策が義務化されたことも
影響している。（ホームセンター） 

➢ 一部OSのサポート終了に伴い、パソコンの買い替えが進んでいる。（家電量販店） 

➢ 新車の受注は堅調に推移しているが、一部の車種においてモデルチェンジを控え受注を抑制していることから、販売台数
が減少している。（自動車販売店） 

➢ オンシーズンで宿泊料金を上げているにもかかわらず客数の動きは良く、10月以降の値上げ後の予約も順調なことから、
客が値上げに慣れてきていると感じる。（宿泊） 

➢ 円安を背景とした海外旅行に対する慎重姿勢は弱まっている。近場のアジアから遠方の欧州等へシフトする動きもみら
れ、1件当たりの単価が上昇している。（旅行代理店） 

➢ 人気映画の集客効果で飲食店の売上げが増加しているが、安価な外食チェーン店に来客が集中しており、物価高による節
約志向は根強い。（専門店） 

 
 生産活動 「持ち直しつつある」 

電子部品・デバイスは海外のスマートフォン向けで動きがみられるものの、EV（電気自動車）を中心に
海外の自動車向けで弱含んでいることから、一進一退の状況にある。輸送機械は国内向けを中心に回復し
つつある。生産用機械は海外の半導体メーカーにおける需要を背景に持ち直している。このように、食料
品など減少している業種はあるものの、生産活動は、持ち直しつつある。 

➢ スマートフォン向けは、中国市場が回復していることに加え、新製品需要により好調となっている。 
（電子部品・デバイス） 

➢ 車載部品は、部品点数の多いEV（電気自動車）の需要低迷により、生産が低調となっている。（電子部品・デバイス） 

➢ 人気車種の受注残を解消するため、生産台数は増加している。（輸送機械） 

➢  AI（人工知能）向けの受注は堅調となっており、今後は需要拡大が見込まれる。（生産用機械） 

➢ 海産物のまとまった水揚げがなく原材料確保が困難なほか、消費者の節約志向が続いていることから、生産が減少してい
る。（食料品） 

 
 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」 

有効求人倍率は、求人数が求職者数を上回って推移しているものの、このところ低下している。新規
求人数は、人件費の上昇等を背景に、一部の企業で求人を見合わせる動きがみられ、前年を下回ってい
るものの、法人企業景気予測調査の従業員数判断BSIは「不足気味」超となっており、企業の人手不足
感は引き続き高い状況にある。このように、雇用情勢は、緩やかに持ち直している。 

➢ 人員不足の店舗もあるが、最低賃金も含め人件費の上昇が負担となっており、すぐには補充できないため、AIやセルフレ
ジを用いた省人化・効率化を進めている。（小売） 

➢ 最低賃金の引上げも含めた人件費上昇等を理由に、求人を一時的に見合わせる動きがみられる。（公的機関） 

➢ 新規採用者は予定人数を下回っている状況。これまでの会社説明会のみでは周知が足りないと考え、今後は民間職業紹介
を活用するなどアプローチを増やしていきたい。（小売） 
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東北財務局 

 

 設備投資   「7年度は増加見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○ 製造業では、情報通信機械等で減少見込みとなっているものの、生産用機械、輸送用機械等で増加見込み
となっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、小売等で減少見込みとなっているものの、金融・保険、専門・技術サービス等で増加見込み
となっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ コスト低減等の観点から内製化のための工場を新設することから、増加見込みとなっている。（生産用機械） 

➢ 販路拡大のためのシステム開発を予定していることから、増加見込みとなっている。（専門・技術サービス） 
 

 企業収益   「7年度は増益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○ 製造業では、情報通信機械等で減益見込みとなっているものの、食料品、化学等で増益見込みとなっている
ことから、全体では増益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、情報通信等で減益見込みとなっているものの、卸売等で増益見込み、農林水産で黒字転化見込み
となっていることから、全体では増益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○ 現状（7年7～9月期）は、「下降」超幅が縮小している。先行きは、「下降」超で推移する見通しとなっている。 

 住宅建設   「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、分譲が前年を上回っているものの、持家、貸家が前年を下回っていることか
ら、全体では前年を下回っている。 

➢ 資材費や運送費等の高騰から住宅価格が上昇しているほか、引き続く物価高に対して賃金の上昇が追い付いておらず、家
計が圧迫されていることから、住宅購入マインドは低下している。（建設） 

 公共事業   「前年度を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額は、国、県などで前年度を上回っており、全体でも前年度を上回っている。 

 消費者物価  「前年を上回っている」  

 金融     「貸出金残高は、前年を上回っている」 

 企業倒産   「件数、負債総額とも前年を上回っている」 

3.各県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

宮城県 持ち直している 持ち直している 
 
 

個人消費は一部に弱さがみられるものの、持ち直
しており、生産活動は持ち直しつつある。雇用情

勢は緩やかに持ち直している。 

青森県 持ち直している 持ち直している 
 
 

個人消費は持ち直しており、生産活動は足踏み

の状況にある。雇用情勢は横ばいの状況にある。 

岩手県 持ち直しつつある 一進一退の状況にある 
 個人消費は持ち直しており、生産活動は一進一退

の状況にある。雇用情勢は弱含んでいる。 

秋田県 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 
 

個人消費は一部に弱さがみられるものの、緩や
かに持ち直しており、生産活動は持ち直しに向

けた動きに一服感がみられる。雇用情勢は横ば
いの状況にある。 

山形県 持ち直しつつある 持ち直しつつある  
個人消費は持ち直しつつあり、生産活動は緩や

かに持ち直しつつある。雇用情勢は足踏みの状
況にある。 

福島県 横ばいの状況にある 緩やかに持ち直しつつある 
 
 

個人消費は一部に弱さがみられるものの、緩や
かに持ち直しており、生産活動は緩やかに持ち
直しつつある。雇用情勢は緩やかに持ち直してい

る。 
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関東財務局 

 
 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、持ち直している」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している 
 

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直している。生産活動は、食料品・たば

こなどが増加する一方、輸送機械や化学などが減少しており、一進一退の状況にある。雇用情勢は、人手不足

を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、改善しつつある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
食料品を中心に物価上昇の影響が目立つもの
の、持ち直している 

食料品を中心に物価上昇の影響が目立つもの
の、持ち直している  

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 
 

雇用情勢 
人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況に

あるなか、改善しつつある 

人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況に

あるなか、改善しつつある  
 

設備投資 
7年度は増加見込みとなっている（全規模・全産
業ベース） 

7年度は増加見込みとなっている（全規模・全産
業ベース）  

企業収益 
7 年度は減益見込みとなっている（全規模ベー
ス） 

7 年度は減益見込みとなっている（全規模ベー
ス）  

企業の 

景況感 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス） 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス）  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

輸出 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待

される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要がある。 
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関東財務局 

 
 

2．各論 

 個人消費 「食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直している」 

スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額、家電大型専門店販売額、ホームセ
ンター販売額は、食料品を中心とした物価上昇に伴う商品価格の値上げの影響もあり、前年を上回っている。
百貨店販売額は前年を下回っている。乗用車の新車登録届出台数は、普通車、小型車、軽乗用車いずれも前年
を下回っている。宿泊や飲食サービスなどは、持ち直している。 
このように個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が目立つものの、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 7 月は昨年の反動のほか、大地震に関する根拠のない情報が SNS で拡散した影響で香港などの来日客数が減少し、免税売上げが

減少。9月は高温多雨の影響で秋物衣料の出足が鈍かった。（百貨店） 

➢ 消費者の節約志向から買上げ点数は減少しているものの、価格転嫁により売上げは増加。猛暑で火を使う調理が敬遠されたため

総菜が売れたほか、飲料やアイスが好調。（スーパー） 

➢ 猛暑の影響でドリンクやアイスが好調。キャンペーンの効果で客数や客単価が上昇し、売上げが増加。（コンビニエンスストア） 

➢ 昨年の南海トラフ地震臨時情報による防災用品特需の反動があったものの、職場における熱中症対策の義務化でファン付の作業

着や大型扇風機などが好調。（ホームセンター） 

➢ 人気車種の新型車の投入がないことから来店客数や売上げが減少している。（自動車販売） 

➢ 宿泊単価を上昇させているほか、今年は台風等により大きなキャンセルが発生しなかったことから、宿泊客数が前年を上回って

おり、売上げが増加している。（宿泊） 

➢ 米などの価格高騰に伴い価格改定を実施したことで客単価は上昇しているが、価格転嫁による客離れは見られない。顧客の多様

な利用動機に対応したことが奏功し、客数は微増から前年並みで推移しており、売上げは増加している。（飲食サービス） 

 生産活動 「一進一退の状況にある」 

生産を業種別にみると、食料品・たばこなどが増加する一方、輸送機械や化学などが減少しており、全体と
しては、一進一退の状況にある。 

なお、非製造業では、リース業の取扱高は前年を下回っているものの、情報サービス業及び広告業の売上高
は前年を上回っている。 

➢ 気温の高い日が続いたことにより氷菓・アイスクリームの需要が堅調に推移し、工場はフル稼働で製造を継続しており、業況は

良好な状態が続いている。（食料品） 

➢ 米国の関税措置を受けて、一部の生産を米国に移管したため生産量が減少している。（輸送機械） 

➢ EV需要の鈍化により、EV向け製品の生産量が減少している。（化学） 

 雇用情勢 「人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、改善しつつある」 

有効求人倍率は低下しているものの、新規求人数は増加しており、完全失業率は前年を下回っている。人手

不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、雇用情勢は改善しつつある。 

➢ 中堅層に人手不足感があるため、新卒と中途の採用割合を1：1にする方針に変更したが、中途採用も、特に理系の人材獲得は厳
しく苦戦している。（製造） 

➢ ドライバーが不足しており、「置き配」の拡大などのドライバーの負担軽減やファン付ベストの導入による熱中症対策などの福利
厚生面をアピールするほか、第一線で働く従業員の賃上げを重視するなど、採用強化に取り組んでいる。（運輸） 

 設備投資 「7年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、繊維で減少見込みとなっているものの、化学、電気機械などで増加見込みとなっていることから、
全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、娯楽業などで減少見込みとなっているものの、金融業、保険業、情報通信業などで増加見込みと
なっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ 既存工場における建物やイオン交換水造送水設備の新設により増加見込み。（化学） 

➢  社内システムの開発や導入を多数予定していることから増加見込み。（金融・保険） 

 企業収益 「7年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、生産用機械などで増益見込みとなっているものの、鉄鋼などで減益見込みとなっていることから、
全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、建設などで増益見込みとなっているものの、学術研究、専門・技術サービスなどで減益見込みと
なっていることから、全体では減益見込みとなっている。 
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関東財務局 

 
 

 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 大企業、中堅企業は「上昇」超に転じ、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 

先行きについては、全規模・全産業ベースで7年10～12月期に「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を下回っている。 

➢ Web による集客に力をいれており、受注は好調であるものの、建築基準法等の改正により建築確認申請に関する審査期間が長期

化し、予定通り着工できない状態となっている。（住宅建設） 

➢ コンクリートなど建設資材の高騰により住宅価格が上昇する中、住宅ローン金利も上昇しており、銀行の審査が厳しくなってい

る。このため、注文住宅、分譲住宅ともに販売は苦戦している。（住宅建設） 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額をみると、都県が前年を下回っているものの、国、独立行政法人等、市区町村が前年を上回ってお
り、全体として前年を上回っている。 

 輸出 「前年を上回っている」 

○ 通関実績（円ベース、東京税関と横浜税関の合計額）でみると、輸出は前年を上回っている。 
なお、インバウンド消費は引き続き好調に推移しているものの、その伸びが鈍化している。 

 倒産 「件数、負債総額ともに前年を上回っている」 

3．各都県の総括判断 

 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

埼玉県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、食料品を中心に物価上昇の影響が目
立つものの、持ち直している。生産活動は、一進
一退の状況にある。雇用情勢は、人手不足を背景
に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、持ち直
しつつある。 

千葉県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動
は、足踏みの状況にある。雇用情勢は、緩やかに
持ち直しつつある。 

東京都 
一部に弱い動きがみられるもの
の、回復しつつある 

一部に弱い動きがみられるもの
の、回復しつつある  

個人消費は、回復しつつある。産業活動は、緩や
かに回復しつつある。雇用情勢は、改善している。 

神奈川県 緩やかに回復しつつある 
回復に向けたテンポが緩やかにな
っている  

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、
緩やかに回復している。生産活動は、足踏みの状
況にある。雇用情勢は、持ち直しのテンポが緩や
かになっている。 

茨城県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
持ち直している。生産活動は一進一退の状況にあ
り、雇用情勢は緩やかに持ち直している。 

栃木県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動
は、横ばいの状況にある。雇用情勢は、緩やかに
持ち直している。 

群馬県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動
は、持ち直しつつある。雇用情勢は、足踏みの状
況にある。 

新潟県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
緩やかに持ち直している。生産活動は、横ばいの
状況にある。雇用情勢は、改善しつつある。 

山梨県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
持ち直している。生産活動は、緩やかに持ち直し
つつある。雇用情勢は、持ち直している。 

長野県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動
は、持ち直しつつある。雇用情勢は、足踏みの状
況にある。 
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北陸財務局 

1．総論

【総括判断】「管内経済は、緩やかに持ち直している」

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、百貨店・スーパー販売が緩やかに回復しつつあるほか、ドラッグストア販売が拡大している

ことなどから、全体では緩やかに回復しつつある。生産活動は、化学が緩やかに回復しているほか、生産用

機械が持ち直しつつあるものの、電子部品・デバイスが弱い動きとなっており、全体では一進一退の状況に

ある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 

生産活動 弱含んでいる 一進一退の状況にある 

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 

設備投資 7年度は増加見込みとなっている 7年度は増加見込みとなっている 

企業収益 7年度は増益見込みとなっている 7年度は減益見込みとなっている 

住宅建設 弱含んでいる 弱含んでいる 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに持ち直していく

ことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必

要がある。 
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2．各論 

 個人消費 「緩やかに回復しつつある」 

百貨店・スーパー販売は、百貨店では衣料品等の動きが鈍いものの、スーパーでは飲食料品に動きがみ
られることから、全体では緩やかに回復しつつある。コンビニエンスストア販売は、飲料や米飯類等に動
きがみられることから、堅調となっている。ドラッグストア販売は、飲食料品等に動きがみられるほか、
新規出店効果もあり、拡大している。ホームセンター販売は、日用品の動きが鈍いものの、園芸用品等に
動きがみられることから、前年並みとなっている。家電大型専門店販売は、パソコンや携帯電話等に動き
がみられることから、緩やかに持ち直しつつある。新車販売は、持ち直しに向けた動きに一服感がみられ
る。主要観光地の入込客数及び主要温泉地の宿泊客数は前年を上回っている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 気温の高い日が続いたことで年配客を中心に出控えがあり、来店客数が前年を下回って推移したほか、秋物衣料の動きも鈍

い状況。（百貨店） 

➢ 物価高により買上点数は減少しているものの、コメを中心とした単価上昇により売上げを維持している。（スーパー） 

➢ 猛暑の影響で飲料が前年から大きく売上げを伸ばし、9 月下旬以降は気温の低下によりホット飲料が動き出している。低価

格の備蓄米おにぎりは売れ行きがよかった。（コンビニエンスストア） 

➢ 引き続き生鮮食品をはじめとする飲食料品が好調であり、割安感があることでスーパーからの消費者の流入が進んでいる。

気温が高かったことから、飲料が売上げを伸ばした。（ドラッグストア） 

➢ 日用品はドラッグストアとの競合により、売上げが伸び悩んだ。猛暑の影響でホースなどの散水商品が売上げを牽引した。

また、コメの保管庫やコメ用の袋が動いている。（ホームセンター） 

➢ パソコンは一部 OS のサポート終了の影響で、売上げを伸ばした。スマートフォンは 2 年に一度買い換えるサイクルが定着

し、今後も好調に推移する見込み。（家電大型専門店） 

➢ 新型車や人気車種を中心に受注が好調だが、自動車メーカーの一部工場が稼働停止となり販売台数が伸び悩んだ。自動車メ

ーカーが生産台数を制限しているため、注文を受けたくても受けることができない車種が多い。（自動車販売店） 

➢ 高単価な旅館もリーズナブルな旅館も宿泊客数は増加しており、好調に推移している。（富山：温泉地） 

➢ 新幹線延伸効果に落ち着きがみられ、関東を中心に宿泊客数が減少しているものの、10月以降は、行楽、カニのシーズンで

予約も多く、先行きは明るい。(福井：温泉地) 
➢ 欧米を中心にインバウンドが好調で、多くの外国人観光客が訪れている。（金沢：観光地） 

➢ 客数は回復してきているが、和倉温泉が復旧途上であり、団体客の動きが鈍く、震災前の水準には戻りきっていない。（能登：

観光地） 

➢ 国内旅行は、大阪・関西万博の影響で大阪方面が伸びた一方、北海道や沖縄など遠方への旅行が減少している。海外旅行は、

円安や物価高等の影響による旅行代金の高騰により需要が伸び悩んでいる。（旅行代理店） 

➢ 9月後半から欧米を中心にインバウンドが増加し、10月足下では好調だった前年を上回る水準で推移している。（宿泊） 

 生産活動 「一進一退の状況にある」 

化学は、大宗を占める医薬品で、緩やかに回復している。電子部品・デバイスは、スマートフォン向け
で下げ止まっているものの、自動車向けで弱い動きとなっていることなどから、全体では弱い動きとなっ
ている。生産用機械は、半導体製造装置で持ち直しの動きに一服感がみられるものの、金属加工機械で下
げ止まっているほか、繊維機械で持ち直しつつあることなどから、全体では持ち直しつつある。金属製品
は、大宗を占めるアルミ建材で、ビル用に持ち直しの動きがみられるものの、住宅用が減少していること
から、全体では弱含んでいる。繊維は、非衣料向けが持ち直しつつあるものの、衣料向けが弱含んでいる
ことから、全体では横ばいの状況にある。 

➢ ジェネリック医薬品の需要が高い状態が続いており、工場はフル稼働。（化学） 

➢ スマホ向けは、北米メーカー向けで、新モデル用部品の生産のピークを迎えているところ、旧モデル向けの需要も安定して

おり計画を上回る水準で推移している。上期は関税発動を危惧した前倒し発注もみられたため、今後の反動を懸念している。

（電子部品・デバイス） 

➢ 繊維機械は、中国のレアアース規制により生産に遅れが生じることがあったものの、中国でアパレルメーカー向けやエアバ

ッグ等産業資材メーカー向けの受注が好調に推移している。（生産用機械） 

➢ 建築基準法改正前の駆け込み需要の反動が続いているほか、住宅価格の高騰に伴う床面積の減少や平屋需要などで、物件あ

たりの建材数も減少している。（金属製品） 

➢ スポーツ・アウトドア向けは海外の有名ブランド向けが堅調。他方で、ファッション向けは市場が縮小傾向であり厳しい状

況。（繊維） 
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 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」 

有効求人倍率は、横ばいとなっている。新規求人数は前年並みとなっており、新規求職者数は前年を下回
っている。雇用保険受給者実人員は前年を下回っている。 
➢ 24時間交代制の職場であり慢性的な人手不足。労働環境の整備や自動化による生産性向上に取り組んでいる。（金属製品） 

➢ 人材確保のため年間休日を増やしたほか、休日出勤も禁止にした。（繊維） 

➢ 人手不足対策として賃上げを行っているが、かなり収益を圧迫している。（小売） 

➢ 近隣の競合他社を意識した給与水準の設定、十分な休暇の確保など待遇面の充実を図っており、離職率の低下につながって

いるほか、他地域で働く外国人材も引き付けている。（宿泊） 

➢ 人手不足により業務負担が増加していることを理由に転職を希望するケースが散見される。そのため、業務負担等の面で職

選びに慎重になっており、なかなか就職に結びつかない傾向にある。（行政機関） 

 設備投資 「7年度は増加見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、情報通信機械器具などが減少となるものの、金属製品、化学工業などが増加となることから、
全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、運輸・郵便などが減少となるものの、金融・保険、小売などが増加となることから、全体では
増加見込みとなっている。 

➢ 自動車分野の能力増強のための新工場建設のほか、新製品生産のための設備で増加見込み。（金属製品） 

➢ 店舗等施設の移転・増設等により、増加見込み。（金融・保険） 

➢ 前年度の半導体増産のための新工場建設の反動により、減少見込み。（情報通信機械器具） 

 企業収益 「7年度は減益見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、はん用機械器具などが増益となるものの、生産用機械器具、自動車・同附属品などが減益とな
ることから、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、小売などが増益となるものの、学術研究、専門・技術サービス、運輸・郵便などが減益となる
ことから、全体では減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 企業の景況判断BSIは、製造業、非製造業ともに「下降」超となっている。なお、先行きは、全産業では7年
10-12月期、8年1-3月期ともに「下降」超となる見通しとなっている。 

 住宅建設 「弱含んでいる」 
○ 新設住宅着工戸数でみると、弱含んでいる。 

 公共事業 「前年を上回っている」 
○ 前払金保証請負金額でみると、前年を上回っている。 

 金融機関の貸出金 「前年を上回っている」 
○ 金融機関の貸出金は、前年を上回っている。 

 企業倒産 「前年を上回っている」 
○ 件数、負債総額ともに前年を上回っている。 

 消費者物価（金沢市、生鮮食品を除く総合） 「前年を上回っている」 
○ 消費者物価指数でみると、前年を上回っている。 

3．各県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

石川県 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつあり、生産活動

は、一進一退の状況にある。雇用情勢は、緩やか
に持ち直している。 

富山県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつあり、生産活動
は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩
やかに持ち直しつつある。 

福井県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、回復しつつあり、生産活動は、持ち
直しつつある。雇用情勢は、持ち直している。 
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1．総論 

【総括判断】「管内経済は、緩やかに回復しつつある」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、自動車関連を中心に緩やかに回復しつつある。雇用情勢は、

緩やかに改善しているが、企業の人手不足感は続いている。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 持ち直している 持ち直している 
 

生産活動 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

雇用情勢 
緩やかに改善しているが、企業の人手不足感

は続いている 

緩やかに改善しているが、企業の人手不足感

は続いている  
 

設備投資 7年度は増加見込み 7年度は増加見込み 
 

企業収益 7年度は減益見込み 7年度は減益見込み 
 

住宅建設 弱い動きとなっている 弱い動きとなっている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

輸出 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していく

ことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する

必要がある。
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2．各論 
 個人消費 「持ち直している」 

スーパー販売は、持ち直している。コンビニエンスストア販売は、緩やかに持ち直しつつある。ドラッ

グストア販売は、緩やかに回復している。百貨店販売は、緩やかに持ち直しつつある。家電大型専門店販

売は、緩やかに回復しつつある。ホームセンター販売は、一進一退の状況にある。乗用車販売は、一進一

退の状況にある。旅行取扱高は、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 消費者の節約志向が続く一方で、土用の丑の日やお盆の帰省時期などには、高単価商品が堅調な売れ行きとなっている。

また、銘柄米、備蓄米ともに好調で、食料品の売上げ増加に寄与している。（スーパー） 

➢ 猛暑による外出控えが見られ、高齢者を中心に客数は減少している。小分けして販売した備蓄米は完売となったほか、備

蓄米を使用したおにぎりや弁当も売れ行きが良かった。（コンビニ） 

➢ 猛暑により、夏物衣料のほか、日傘や帽子などの身の回り品が好調に推移している。富裕層の購買意欲は堅調で、秋物の

高級衣料品も売上げが伸びている。（百貨店） 

➢ エアコンは、夏前に気温が急上昇したため需要の前倒しが見られたことから、7月の売上げが一時的に落ち込んだ。また、

パソコンは、OSソフトのサポート終了前の買い替え需要により好調に推移している。（家電大型専門店） 

➢ 自動車メーカーの工場稼働停止や新型車の投入が少ないこともあり、販売台数が伸び悩んでいる。（乗用車販売） 

 生産活動 「緩やかに回復しつつある」 

自動車関連は、緩やかに回復しつつある。航空機体部品は、持ち直している。金属工作機械は、緩やか

に持ち直しつつある。半導体集積回路は、緩やかに回復している。液晶は、弱含んでいる。電気機械は、

横ばいの状況にある。普通鋼は、足踏みの状況にある。特殊鋼は、足踏みの状況にある。 

➢ 米国の関税政策の影響について、関税負担は生じているものの、工場の稼働状況や輸出台数も含めた生産計画に特段の変

化は生じておらず、国内生産は安定的に推移している。（輸送機械） 

➢ 海外需要について、中国向けでは、自動車関連を中心に受注は高い水準を維持している。現状、米国の関税政策による直

接的な影響は顕在化していないが、令和7年8月に鉄鋼製品にかかる追加関税の対象に工作機械が追加されたため、その影

響について精査しているところ。（生産用機械） 

➢ スマートフォン向けの受注が増加しているほか、データセンター向けの引き合いも強く、工場の稼働状況は引き続き堅調。

（電子部品・デバイス） 

➢ 中国で生産する日系自動車メーカーからの受注が弱い。（鉄鋼） 

 雇用情勢 「緩やかに改善しているが、企業の人手不足感は続いている」 

有効求人倍率は、おおむね横ばいで推移している。完全失業率は、低水準である。法人企業景気予測調

査の従業員数判断 BSI でみると、いずれの規模においても、また、製造業・非製造業いずれにおいても

「不足気味」超となっている。 

➢ 人手は足りていないが、人件費が高騰している中、従業員を増やすと採算が取れないため、採用は控えている。（サービ

ス） 

➢ 従業員を採用できる目処も立たないことから、省人化・合理化のための設備投資を進めていく。（輸送機械） 

➢ 求職の状況については、企業における処遇改善が進んだこともあり、転職を手控える動きは継続している一方、物価上昇

の影響を受け、生活費を補うために再就職を目指す高齢者もいる。（公的機関） 
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 設備投資 「7年度は増加見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○ 製造業では、「情報通信機器」が減少となるものの、「輸送用機械」や「窯業・土石」などが増加となるこ
とから、増加見込みとなっている。 

○  非製造業では、「電気・ガス・水道」が減少となるものの、「運輸、郵便」や「金融、保険」などが増加と
なることから、増加見込みとなっている。 

➢ ハイブリット車の需要増加に伴い、収益性の高い駆動系部品の販売が伸びていることから、生産設備を増強している。（輸

送用機械） 

➢ 電気自動車や生成 AI の普及を見据え、電子部品の需要増加に対応できるようにするための新工場を建設している。（窯

業・土石） 

➢ 安全・安定輸送確保に向けた設備の新設・更新のほか、車両新造や駅のバリアフリー化など顧客の快適性・利便性向上の

ための投資を予定している。（運輸） 

➢ 基幹システムの更改に伴うシステム投資が大幅に増加しているほか、ペーパーレス化などのDXを推進していることから、

ソフトウェア投資が増加している。（金融） 

 企業収益 「7年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「窯業・土石」や「電気機械」などが増益となるものの、「輸送用機械」や「生産用機械」な
どが減益となることから、減益見込みとなっている。 

○  非製造業では、いずれの業種においても減益見込みとなっている。  

 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 景況判断 BSIでみると、全産業の現状判断は、「下降」超となっている。また、先行き（7年 10-12月期）
は「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

 住宅建設 「弱い動きとなっている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、分譲住宅は前年を上回っているものの、持家、貸家が前年を下回っているこ

とから、弱い動きとなっている。 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、市町村等が増加していることから、前年を上回っている。 

 輸出 「前年を下回っている」 

○ 輸出額（円ベース）は、前年を下回っている。なお、輸入額（円ベース）は、前年を下回っている。 

 企業倒産 「前年を上回っている」 

○ 企業倒産件数は、前年を上回っている。 

3．各県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

愛知県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩や
かに回復しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善
している。 

岐阜県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩や
かに回復しつつある。雇用情勢は、緩やかに改善
しつつある。 

静岡県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動
は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、改
善に向けたテンポが緩やかになっている。 

三重県 持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、回復
のテンポが緩やかになっている。雇用情勢は、改
善の動きに足踏みがみられる。 

 

-26-



近畿財務局

-27-



近畿財務局 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、緩やかに回復しつつある」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある  

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、インバウンドの増加もあり、緩やかに回復しつつある。生産活動は、汎用・業務用機械な

どが上昇しているものの、石油・石炭製品などが低下しており、一進一退の状況にある。雇用情勢は、有

効求人倍率がおおむね横ばいで推移するなか、完全失業率は低水準で推移しており、緩やかに持ち直して

いる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

 

 

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

生産活動 一進一退の状況にある 一進一退の状況にある 
 

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

 

 

 

設備投資 7年度は前年度を上回る見込みとなっている 7年度は前年度を上回る見込みとなっている 
 

企業収益 7年度は減益見込みとなっている 7年度は減益見込みとなっている  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている  

輸 出 前年を上回っている 前年を上回っている  

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していく

ことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する

必要がある。 
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近畿財務局 
2．各論 

【主な項目】 

 個人消費 「緩やかに回復しつつある」 

百貨店販売は、免税売上げが回復しつつあるほか、イベントの盛況もあり国内売上げが好調である

ことから、緩やかに持ち直しつつある。 

スーパー販売は、一部に節約志向がみられ、持ち直しのテンポが緩やかになっている。 

コンビニエンスストア販売及びドラッグストア販売は、都市部や観光地の店舗を中心に、国内観光

客やビジネス客のほか、インバウンドの増加もあり、回復している。 

ホームセンター販売は、一部に昨年の防災対応による売上げ増加の反動減がみられ、横ばいの状況

にある。 

家電販売は、パソコンや携帯電話などが好調であり、緩やかに持ち直しつつある。 

乗用車の新車登録届出台数は、一部車種での納期の長期化などの影響もあり、持ち直しに向けたテ

ンポが緩やかになっている。 

旅行取扱の状況は、海外旅行について若者を中心に動きが戻っているほか、大阪・関西万博の影響

もあり、宿泊が好調であるなど国内旅行が回復している。 

（主なヒアリング結果） 
➢ 百貨店内にある大阪・関西万博オフィシャルストアでは、目標を大きく上回る売上げで推移しており、オフィシャルス

トアに来店した流れで他の売場で買い物する動きもみられる。（百貨店） 

➢ 猛暑の影響により外出を控えた分、自宅向けの消費や少し贅沢な商品の購入など、節約志向が続くなかにも消費の内容

に変化がみられる。（スーパー） 

➢ インバウンドや大阪・関西万博による人流の増加に加え、猛暑のなか飲料の売れ行きが良いこと等から、客数、売上げ

ともに好調を維持。（コンビニエンスストア） 

➢ 残暑が続き、アイスなどの食料品、殺虫剤や日焼け止めなどの夏物商品が長期間にわたって売れている。（ドラッグスト

ア） 

➢ 白物家電など必需品の売上げがやや低調である一方、パソコンや携帯電話、ゲーム機など嗜好品は好調であり、メリハ

リ消費の傾向がみられる。（家電量販店） 

➢ 人気車種を中心に納期が長期化しており、販売機会を逃していることから、販売台数、販売額ともに前年を下回ってい

る。（自動車販売） 

➢ 大阪・関西万博の効果により、大阪市内や周辺ホテルの客室稼働率、客室単価が大幅に伸びている。（宿泊） 

➢ 万博会場からのアクセスが良好な鉄道沿線の店舗が好調であり、大阪・関西万博の盛況に伴い客数が増加している。（飲

食サービス） 
 
 

 生産活動 「一進一退の状況にある」 

鉱工業指数（生産）でみると、汎用・業務用機械などが上昇しているものの、石油・石炭製品などが

低下しており、生産活動は一進一退の状況にある。 

➢ 工作機械や半導体製造装置メーカー向けの汎用機械器具部品が徐々に回復している。（汎用機械） 

➢ 仕入先からの部品供給不足により、一時、工場の稼働を休止したものの、再開後の挽回生産は順調。（輸送機械） 

➢ 今年度は原油価格が落ち着いていることに伴って販売価格が低下しているほか、販売数量も微減。（石油・石炭） 

 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」 

有効求人倍率がおおむね横ばいで推移するなか、完全失業率は低水準で推移していることから、雇

用情勢は緩やかに持ち直している。 

➢ 人手不足により、目標としている正規雇用比率に到達していない部署があるため、非正規従業員を正社員として登用す

ることで正規雇用比率の引き上げを図っている。（窯業・土石） 

➢ ドライバーの採用が困難となっていることから、特定技能外国人の採用・育成を実施している。（運輸） 

➢ 技術職などで人手不足が継続しているため、民間サイトなど求人媒体の間口を広げている。（その他の運輸） 

➢ 市場縮小などを背景に収益体制を強固にするため、人員拡張よりも経験やスキルを重視した採用活動を実施している傾

向が見られる。（職業紹介・労働者派遣） 
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 設備投資「7年度は前年度を上回る見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和7年7-9月期 

○ 製造業では、輸送用機械、鉄鋼など、ほとんどの業種で前年度を上回っていることから、全体では前年度
を上回る見込みとなっている。 

○ 非製造業では、医療・教育などが前年度を下回っているものの、運輸・郵便、建設などが前年度を上回っ
ていることから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

➢ 基幹システムのDX化や、それに伴うセキュリティ強化のための投資を予定。（輸送機械） 

➢ 老朽化に伴う橋の建替えや道路の設備更新、耐震補強工事を予定。（運輸） 

 企業収益「7年度は減益見込みとなっている」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和7年7-9月期 

○ 製造業では、化学などが増益となるものの、鉄鋼、業務用機械などが減益となることから、全体では減益
見込みとなっている。 

○ 非製造業では、卸売などが増益となるものの、建設、運輸・郵便などが減益となることから、全体では減
益見込みとなっている。 

 住宅建設「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家、貸家、分譲住宅ともに減少していることから、前年を下回っている。 

 輸出「前年を上回っている」 

○ 管内通関実績（円ベース）でみると、輸出は、アジア向けの半導体等電子部品やEU向けの遊戯用具などが
増加していることから、前年を上回っている。なお、輸入は、前年を下回っている。 

【その他の項目】 

■ 企業の景況感   法人企業景気予測調査（令和7年7～9月期調査）の景況判断BSIでみると、全産業で
は「下降」超となっている。先行きについて、7年10～12月期は、大企業、中堅企業は
「上昇」超、中小企業は「下降」超の見通しとなっている。 

■ 公共事業     前払金保証請負金額でみると、独立行政法人等などで減少していることから、前年を下
回っている。 

■ 金融       貸出金残高は、前年を上回っている。 
 
■ 消費者物価    大阪市の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）でみると、食料などが上昇しているこ

とから、前年を上回っている。 
■ 企業倒産     倒産件数は、前年を上回っている。 
 

3．各府県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

大阪府 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある  
個人消費は緩やかに回復しつつある。生産活動は一進一退

の状況にある。雇用情勢は緩やかに持ち直している。 

滋賀県 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

個人消費は緩やかに持ち直しつつある。生産活動は緩やか

に持ち直している。雇用情勢は持ち直しつつある。 

京都府 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は回復に向けたテンポが緩やかになっている。生

産活動は持ち直している。雇用情勢は緩やかに持ち直して

いる。 

兵庫県 
持ち直しのテンポが緩や
かになっている 

持ち直しのテンポが緩やか
になっている  

個人消費は横ばいの状況にある。生産活動は持ち直しつつ

ある。雇用情勢はテンポが緩やかながらも、持ち直しつつ

ある。 

奈良県 持ち直している 持ち直している  
個人消費は緩やかに回復しつつある。生産活動は足踏みの

状況にある。雇用情勢は緩やかに持ち直している。 

和歌山県 持ち直している 持ち直しのテンポが緩やか
になっている  

個人消費は持ち直しのテンポが緩やかになっている。生産

活動は足踏みの状況にある。雇用情勢は持ち直しのテンポ

が緩やかになっている。 
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中国財務局 

 
 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復
しつつある」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 

比較 

総括判断 
一部に弱さがみられるものの、 
緩やかに回復しつつある 

一部に弱さがみられるものの、 
緩やかに回復しつつある  

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるなか、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある。

生産活動は、鉄鋼が増加しているものの、汎用・業務用・生産用機械などが減少しており、弱含んでいる。

雇用情勢は、人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にあるなか、緩やかに改善しつつある。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復
しつつある 

一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復
しつつある  

生産活動 横ばいの状況にある 弱含んでいる  

雇用情勢 緩やかに改善しつつある 緩やかに改善しつつある 
 

 

設備投資 7年度は前年度を上回る見込み 7年度は前年度を上回る見込み 
 

企業収益 7年度は減益見込み 7年度は減益見込み 
 

企業の 

景況感 
「下降」超幅が拡大している 「下降」超幅が縮小している 

 

住宅建設 前年を上回る 前年を下回る  

輸出 前年を下回る 前年を下回る  

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していく

ことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する

必要がある。 
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2．各論  

 個人消費 「一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある」 

業態別にみると、百貨店販売は、猛暑などの影響により来店客数が減少したことから衣料品などが不調

で、前年を下回っている。スーパー販売は、猛暑の影響により冷たい飲料などが好調で、前年を上回って

いる。コンビニエンスストア販売は、割安感からおにぎりやパンが好調で、前年を上回っている。ドラッ

グストア販売は、梅雨明けが早かったことから紫外線対策関連商品などが好調で、前年を上回っている。

乗用車販売（新車登録・届出台数）は、新型車の発売が少なかったことなどから、前年を下回っている。

このように、個人消費は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢   猛暑による外出控えなどの影響により来店客数が減少したことから、夏物衣料などが不調だった。また、9月に入ってか

らも暑い日が続いており、秋物衣料の動きが鈍くなっている。（百貨店） 

➢  猛暑の影響により、冷たい飲料などの売上が好調だった。また、暑くなると火を使う調理が敬遠されるため、揚げ物を中

心に総菜が好調だった。（スーパー） 
➢  物価高による消費者の節約志向が続いている中、弁当に比べ比較的割安感のあるおにぎりやパンが好調だった。（コンビ

ニエンスストア） 

➢  例年に比べて梅雨明けが早くその後も暑い日が続いた影響により、日焼け止めなどの紫外線対策関連商品のほか、ネック

クーラーなどの熱中症対策商品が好調だった。（ドラッグストア） 

➢  新型車の発売が少なかったことなどから販売台数が減少している。また、車の性能向上や販売価格上昇により買い替えサ

イクルは長期化の傾向がみられる。（自動車販売） 

 生産活動 「弱含んでいる」 

鉄鋼は、船舶向けの需要が堅調であることなどから、増加している。汎用・業務用・生産用機械は、国

内外で自動車向けの需要が低調であることなどから、減少している。輸送機械は、自動車で在庫見合いに

より生産を抑えたことなどから、減少している。電気機械は、EV などの自動車向けの需要が低調である

ことなどから、減少している。化学は、国内外で住宅資材向けなどの需要が低調であることなどから、減

少している。このように、生産活動は、弱含んでいる。 

➢  海外で船舶向けの需要が堅調に推移していることから、生産量が増加している。（鉄鋼） 

➢  国内外で自動車向けの需要が低調なことから、生産量が減少している。（生産用機械） 

➢  在庫が十分な水準であったため生産を抑えたことから、生産量が減少している。（輸送機械） 

➢  EV市場の減速などにより、自動車向けのパワー半導体の需要が低調なことから、生産量が減少している。（電気機械） 

➢  国内での建設需要の低迷や中国での不動産市況の低迷により、住宅資材向けの需要が減少していることから、生産量が減

少している。（化学） 

 雇用情勢 「緩やかに改善しつつある」 

有効求人倍率は、おおむね横ばいで推移しているほか、新規求人数は、前年を下回っている。一方、法

人企業景気予測調査（7年7-9月期）の従業員数判断 BSIでみると、製造業・非製造業いずれにおいても

「不足気味」超が続いており、人手不足を背景に企業の採用意欲が高い状況にある。このように、雇用情

勢は、緩やかに改善しつつある。 

➢  採用活動を行う地域を拡大するなど新卒採用を強化しているものの、計画通り採用することができないため、工場操業に

支障が出ないよう、中途採用や派遣社員を活用して人手不足を補っている。（鉄鋼） 

➢  募集するものの応募が少ないなど人手不足が続いているため、採用サイトのリニューアルなどにより新卒採用を強化し

ているほか、省人化や賃上げ、福利厚生の充実にも取り組んでいる。（小売） 

➢  スキマ時間を活用して働くなど柔軟な働き方を選ぶ人が増えており、そうした短期・単発の仕事（スポットワーク）に従

事する人を活用して、店舗運営に必要な人員の確保に努めている。（小売） 
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 設備投資 「7年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○  製造業では、「生産用機械」などで減少するものの、「情報通信機械」、「自動車」などで増加するこ

とから、全体では前年度を上回る見込みとなっている。 

○  非製造業では、「金融・保険」、「小売」などで増加するものの、「電気・ガス・水道」、「運輸・郵

便」などで減少することから、全体では前年度を下回る見込みとなっている。 

➢  中長期的な需要を見込んでおり、新工場建設などの生産能力増強の設備投資を実施。（情報通信機械） 

➢  前年度の発電関連の大型設備投資の反動により減少。（電気・ガス・水道） 

 

 企業収益 「7年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○  製造業では、「その他製造」などで増益となるものの、「化学」、「情報通信機械」などで減益となる
ことから、全体では減益見込みとなっている。 

○  非製造業（除く「電気・ガス・水道」、「金融・保険」）では、「小売」、「不動産」などで増益とな
るものの、「学術研究・専門・技術サービス」、「建設」などで減益となることから、全体では減益見込
みとなっている。 
 

 企業の景況感 「『下降』超幅が縮小している」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 

○  企業の景況判断BSIは、「下降」超幅が縮小している。なお、先行きは「上昇」超に転じる見通しとな
っている。 
 

 住宅建設 「前年を下回る」 

○  新設住宅着工戸数でみると、貸家、持家などが減少していることから、前年を下回っている。 
 

 輸出 「前年を下回る」 

○  輸出（円ベース）は、船舶が増加しているものの、自動車、化学製品などが減少していることから、前
年を下回っている。地域別では、西欧などで増加しているものの、アジア、北米などで減少している。 

なお、輸入（円ベース）は、原油及び粗油、石炭などが減少していることから、前年を下回っている。
地域別では、アジア、大洋州などで減少している。 

3．各県の総括判断  

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

広島県 
一部に弱さがみられるもの
の、緩やかに回復しつつある 

一部に弱さがみられるもの 
の、緩やかに回復しつつある  

個人消費は、一部に弱さがみられるものの、緩

やかに回復しつつある。生産活動は、横ばいの

状況にある。雇用情勢は、緩やかに改善しつつ

ある。 

鳥取県 
一部に弱さがみられるもの
の、持ち直しつつある 

持ち直しに向けたテンポが緩
やかになっている  

個人消費は、回復に向けたテンポが緩やかにな

っている。生産活動は、足踏みの状況にある。

雇用情勢は、弱含んでいる。 

島根県 
一部に弱さがみられるもの
の、緩やかに持ち直している 

緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、横

ばいの状況にある。雇用情勢は、横ばいの状況

にある。 

岡山県 緩やかに回復しつつある 
一部に弱さがみられるものの、
緩やかに回復しつつある  

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活

動は、緩やかに持ち直しつつある中、一部に弱

さがみられる。雇用情勢は、緩やかに改善しつ

つある。 

山口県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、回復しつつある。生産活動は、持

ち直しつつある中、一部に弱さがみられる。雇

用情勢は、緩やかに改善しつつある 
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四国財務局 
 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、緩やかに持ち直している」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している  

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、スーパーやコンビニエンスストアが堅調となっている

ことから、全体としては緩やかに持ち直している。生産活動は、化学が一進一退の状況にあるほか、電気

機械、非鉄金属が弱含んでいることから、全体としては弱含んでいる。雇用情勢は、緩やかに持ち直して

いる。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

生産活動 一進一退の状況にある 弱含んでいる 
 

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

 

設備投資 7年度は前年度を上回る見込み 7年度は前年度を上回る見込み 
 

企業収益 7年度は減益見込み 7年度は減益見込み 
 

企業の 

景況感 
現状判断は「下降」超 現状判断は「下降」超 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年度を上回っている 前年度を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに持ち直してい

くことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意す

る必要がある。 
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四国財務局 
 

2．各論 

 個人消費 「緩やかに持ち直している」 

スーパーは、米や総菜等の飲食料品が堅調であることから、全体としては堅調となっている。コンビニ

エンスストアは、米飯類や飲料等に動きがみられることから、全体としては堅調となっている。ドラッグ

ストアは、飲食料品等に動きがみられることから、全体としては順調となっている。家電大型専門店は、

エアコン等の動きが鈍いことから、全体としては弱含んでいる。ホームセンターは、防災用品の動きが鈍

いことから、全体としては弱含んでいる。百貨店は、衣料品や身の回り品等の動きが弱いことから、全体

としては弱含んでいる。乗用車の新車登録・届出台数は、軽乗用車は前年並みであるものの、普通車及び

小型車は前年を下回っていることから、全体としては前年を下回っている。観光は、各地でのイベントの

効果などにより観光客が増加していることから、緩やかに回復している。旅行は、国内旅行、海外旅行と

もに、緩やかに持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 米は価格高騰により、売上が伸びている。（スーパー） 

➢ 家事の時短ニーズによる中食需要の高まりや、米の価格高騰などから、弁当やサラダパックの売上が伸びている。（スー

パー） 

➢ 物価高により、買上点数は前年割れとなっているものの客単価が上昇しており、全体の売上高は押し上げられている。（コ

ンビニエンスストア） 

➢ 品揃え強化や販売促進の効果などから、おにぎりやパン類の売行きが良い。（コンビニエンスストア） 

➢ 猛暑の影響により、飲料やアイスクリームが比較的好調だった。（ドラッグストア） 

➢ 米は値上がりにより、大幅に売上が増加している。（ドラッグストア） 

➢ エアコンは、例年よりも早い梅雨明けと気温上昇の影響により、需要が前倒しとなり反動減。（家電大型専門店） 

➢ 壊れるまで使用を続ける傾向と、家電の耐久性の向上もあり、買替需要が減少している。（家電大型専門店） 

➢ 前年同時期の南海トラフ地震臨時情報発令の影響で、防災用品全般の需要が反動減。（ホームセンター） 

➢ 気温の高い日が続いており、秋物衣料の動きが悪い。（百貨店） 

➢ 値上げなどにより、身の回り品が苦戦。（百貨店） 

➢ 一部車種で受注を停止した影響等により、販売台数が落ちた。（乗用車） 

➢ 販売価格の上昇により、消費者の買換えを控える動きが見られる。（乗用車） 

➢ よさこい祭りや「あんぱん」効果により入込客数は前年比プラス。インバウンドもチャーター便の効果で良い状況。（観

光） 

➢ 国内旅行について、万博開催の効果で個人・団体ともに例年より好調となった。（旅行） 

 生産活動 「弱含んでいる」 

化学は、需要は堅調であるものの、一部に弱さがみられることから、一進一退の状況にある。電気機械

は、一部に弱さがみられることから、弱含んでいる。非鉄金属は、原材料不足などから、弱含んでいる。

プラスチックは、受注に弱さがみられることから、持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている。 

➢ 前期の海外需要の高まりなどの反動減等から生産量が減少。（化学） 

➢ 自動車向けなど、半導体需要は回復に時間を要しており、減産調整を継続。（電気機械） 

➢ 電気金は、輸入原材料の不足などによる生産量減少が継続。（非鉄金属） 

➢ 食品容器は、コンビニ向け弁当容器の需要減少により生産量が減少。（プラスチック） 
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四国財務局 
 
 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」 

有効求人倍率は横ばいとなっている。新規求人数は前年を下回っている。法人企業景気予測調査の従業

員数判断BSIをみると、9月末は全産業で 29.9％ポイントと「不足気味」超となっており、企業の人手不

足感は続いている。 

➢ 提出時期のずれ、充足による求人数の減少がみられたが、人手不足の状況は続いている。（労働局） 

➢ 物価上昇の影響により、収入の不安定化への懸念が広がっており、転職活動を控える傾向が見られる。（労働局） 

➢ 生産部門で人手不足が続いており、通年で採用活動を行っている。求人を出し続けているが応募がない状況が続いている。 

（パルプ・紙） 

➢ 少人数でも運営できるように、オペレーションの見直しやセルフレジの増設に積極的に取り組んでいる。（小売） 

 設備投資 「7年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業及び非製造業で前年度を上回る見込みとなっており、全体としても前年度を上回る見込みとなって
いる。 

 企業収益 「7年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業及び非製造業で減益見込みとなっており、全体としても減益見込みとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、分譲においては前年を上回っているものの、持家及び貸家においては前年を

下回っていることから、全体としては前年を下回っている。 

➢ 住宅価格の上昇で需要が低迷している。物価高に賃上げが追いついておらず住宅を買う余裕が無くなっているのではない

か。（建設） 

➢ 3月に法改正前の駆け込み着工が生じたことに対して、4月以降に反動減はあったと考える。（専門サービス） 

 公共事業 「前年度を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、独立行政法人等は前年度を下回っているものの、国、県及び市町村は前年
度を上回っていることから、全体としては前年度を上回っている。 

3．各県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

香川県 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに持ち直している。生産活動
は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、持
ち直している。 

徳島県 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに持ち直している。生産活動
は、持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい
る。雇用情勢は、緩やかに持ち直しつつある。 

愛媛県 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、緩やかに持ち直している。生産活動
は、弱含んでいる。雇用情勢は、持ち直しつつあ
る。 

高知県 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 

個人消費は、緩やかに持ち直しつつある。生産活
動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、

緩やかに持ち直している。 
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九州財務局 
 

 

 

 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、物価上昇の影響がみられるものの、回復しつ
つある」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 
物価上昇の影響がみられるもの

の、回復しつつある 

物価上昇の影響がみられるもの

の、回復しつつある  

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、回復しつつある。生産活動は、一部に弱さがみられて

おり、横ばいの状況にある。雇用情勢は、持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
物価上昇の影響がみられるものの、回復しつ
つある 

物価上昇の影響がみられるものの、回復しつ
つある  

生産活動 横ばいの状況にある 横ばいの状況にある 
 

雇用情勢 持ち直している 持ち直している 
 

 

設備投資 7年度は減少見込み 7年度は減少見込み 
 

企業収益 7年度は減益見込み 7年度は減益見込み 
 

住宅建設 
持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい

る 
横ばいの状況にある 

 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、回復していくことが期

待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要があ

る。
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九州財務局 
 

 

 

 

2．各論 
◼ 個人消費 「物価上昇の影響がみられるものの、回復しつつある」 

百貨店・スーパー販売は、回復しつつある。コンビニエンスストア販売は、緩やかに持ち直している。
ドラッグストア販売は、堅調である。ホームセンター販売は、横ばいの状況にある。家電大型専門店販売
は、持ち直しつつある。乗用車の新車販売は、持ち直している。宿泊は、緩やかに回復している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 猛暑が続いているため、衣料品は色味を秋仕様にした夏物の新作を展開したところ前年より動きが良かった。高額品につ

いては、呉服や貴金属の受注が好調である。（百貨店・スーパー） 

➢ 物価高による節約志向は続いているものの、うなぎや種無し巨峰など高価なものが前年より売れる様子もみられた。日頃

は節約しながらも、たまのぜいたくとして購入されているのではないか。（百貨店・スーパー） 

➢ 大雨や台風の影響により客数が減少したものの、複数購入による割引などの販売促進効果により、客単価が上昇し売上高

は前年を上回った。（コンビニエンスストア） 

➢ 季節商品であるUV対策商品やエチケット関連商品の売行きは例年並みとなっている。（ドラッグストア） 

➢ 前年 8、9 月は地震や台風の影響で、ポータブル電源などの防災用品の売上げが好調であったが、今年はその反動減がみ

られている。ただし、反動減を除いて大きなマイナス要因はなく、例年並みの水準と評価している。（ホームセンター） 

➢ 既存 OS のサポート終了に向けてパソコンの売上げは伸長している。中でもリモートワーク等で使用される中・高性能の

ノートパソコンの売上げが好調。（家電大型専門店） 

➢ メーカーの生産が進み、注文を受けられる車種が増えてきたことで受注台数は好調に推移している。販売台数は 8、9 月

が前年割れとなっているものの、受注から販売までのタイムラグによるものであり、動向が悪化しているわけではない。（自

動車販売店） 

➢ インバウンドは地震のうわさの影響により、7 月は香港や韓国からの予約が入らず厳しい状況となったが、8 月以降、台

湾からの予約が増加したことから、前年並みで推移した。（公的機関） 

➢ 大阪・関西万博終了後の10月以降については、現時点で予約は順調に入ってきており、前年並みである。（宿泊施設） 

➢ 映画が好調であり、その影響が入館者数や飲食店実績にもつながっている。飲食店が値上げしても、客足の勢いも衰えず

売上げが伸びている。（大型商業施設） 

◼ 生産活動 「横ばいの状況にある」 

食料品等は、横ばいの状況にある。電子部品・デバイスは、横ばいの状況にある。汎用・生産用・業務
用機械は、半導体製造装置などを中心に高水準を維持している。化学・石油製品は、緩やかに持ち直しつ
つある。 

➢ 鶏肉需要は内食、外食ともに堅調に推移している。大阪・関西万博の影響でインバウンド需要も引き続き堅調となってい

る。（食料品等） 

➢ アジアを中心に白物家電やゲーム機器関連などの需要が引き続き弱い状況となっている。（電子部品・デバイス） 

➢ スマートフォン向け製品の高付加価値化に伴う単価上昇や需要増加が継続しており、生産は高水準で推移している。（電

子部品・デバイス） 

➢ AI 関連の受注案件が増えているため、半導体製造装置は受注・受注残ともに高水準となっている。（汎用・生産用・業務

用機械） 

➢ 主力製品の在庫調整が完了し、足下では受注が回復傾向。（化学・石油製品） 

◼ 雇用情勢 「持ち直している」 

有効求人倍率は、このところ低下している。新規求人数は、前年を下回っている。企業の人手不足感は、
高い状況が続いている。 

➢ 前年大量求人が出た反動や外国人雇用などによる充足により求人数が減少しているが、人手不足は継続しており、雇用情

勢は引き続き堅調である。なお、物価高の影響による高齢者などの求職増の傾向は継続している。（公的機関） 

➢ 人手不足対策として、外国人技能実習生の受入れを通年実施している。（食料品） 

➢ ダンプ等の運転手、作業員、技術者等が不足している。最近では工事のアウトソーシングにより人手不足対策をしている。

（建設） 

➢ 現場人員は慢性的に不足。求人は継続しているが、最低賃金水準のため、より高賃金の職場へ人材が流出している。（小

売） 
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九州財務局 
 

 

 

 

◼ 設備投資 「7年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「非鉄金属製造業」などで増加見込み、「情報通信機械器具製造業」などで減少見込みとなっ
ており、全体では減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「卸売業」などで減少見込み、「金融業、保険業」などで増加見込みとなっており、全体で
は増加見込みとなっている。 

➢ 前年度の設備投資による反動減。（情報通信機械） 

➢ 支店の移転や改築、システム開発等。（金融・保険） 

◼ 企業収益 「7年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「情報通信機械器具製造業」などで増益見込み、「生産用機械器具製造業」などで減益見込み
となっており、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「生活関連サービス業」などで増益見込み、「学術研究、専門・技術サービス業」などで減
益見込みとなっており、全体では減益見込みとなっている。 

◼ 住宅建設 「横ばいの状況にある」 

○ 新設住宅着工戸数（7年6～8月）をみると、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を下回っている。 

◼ 企業の景況感 「現状判断は『上昇』超」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 7年7～9月期の景況判断BSIをみると、全産業では「上昇」超となっている。 

先行き（全産業）をみると、7年10～12月期は「上昇」超の見通しとなっている。 

◼ 公共事業 

○ 公共工事請負金額（7年4～9月累計）をみると、前年度を上回っている。 

◼ 倒産 

○ 企業倒産（7年7～9月期）は、件数は前年を上回り、負債総額は前年を下回っている。 

3．各県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

熊本県 
物価上昇の影響がみられるもの
の、緩やかに回復している 

物価上昇の影響がみられるもの
の、緩やかに回復している  

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
緩やかに回復している。生産活動は、一部に弱さ
がみられるものの、緩やかに持ち直している。雇
用情勢は、持ち直している。 

大分県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
緩やかに回復しつつある。生産活動は、一部に弱
さがみられるものの、緩やかに持ち直しつつある。
雇用情勢は、緩やかに改善している。 

宮崎県 
物価上昇の影響がみられるもの
の、緩やかに回復しつつある 

物価上昇の影響がみられるもの
の、緩やかに回復しつつある  

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
緩やかに回復しつつある。生産活動は、一部に持
ち直しの動きがみられるものの、弱含んでいる。
雇用情勢は、緩やかに改善しつつある。 

鹿児島県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
緩やかに回復しつつある。生産活動は、一部にお
いて持ち直しの動きがみられるものの弱含んでい

るほか、雇用情勢は、持ち直しの動きに足踏みが
みられる。 
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福岡財務支局 
 

 
 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復
しつつある」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 
一部に弱さがみられるものの、 

緩やかに回復しつつある 

一部に弱さがみられるものの、 

緩やかに回復しつつある                                                                                                                                                                                                                                    

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、回復のテンポが緩やかになっている。生産活動は、はん用・生産用機械の生産活動に持ち

直しの動きがみられるなど、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 回復のテンポが緩やかになっている 回復のテンポが緩やかになっている 
 

生産活動 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

 

設備投資 7年度は減少見込み 7年度は減少見込み 
 

企業収益 7年度は減益見込み 7年度は減益見込み 
 

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている 
 

輸出 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していく

ことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する

必要がある。
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福岡財務支局 
 

 
 

2．各論 
 個人消費 「回復のテンポが緩やかになっている」 

百貨店販売は、国内客の節約志向の高まりがみられるほか、インバウンド需要について、ラグジュアリ
ーの販売が低迷し前年を下回っている。スーパー販売は、物価上昇に伴う消費者の節約志向の高まりがみ
られるものの、価格転嫁の浸透もあり前年を上回っている。コンビニエンスストア販売は、都心部におけ
るインバウンド需要等により前年を上回っている。乗用車販売は、普通車、小型車、軽乗用車いずれも、
前年を下回っている。ドラッグストア販売は、日用品等が好調のほか、新規出店の効果もあり前年を上回
っている。家電大型専門店販売及びホームセンター販売は、前年を下回っている。旅行取扱高は、物価高
の影響等により、前年を下回っている。 

（主なヒアリング結果） 

➢ インバウンド需要については、ラグジュアリーではなく、お菓子等をお土産用に大量購入する傾向が強まり、客単価が減
少。 国内需要については、株価高騰等を背景に富裕層の需要は堅調である一方、中所得者層の消費マインドは低下傾向。 
８月は、前年の台風による休業や日向灘地震の影響でインバウンド客の伸びが鈍化した反動もあり、売上げが増加。（百貨
店） 

➢ 物価高による実質賃金の下落が続く中、食品など必需品は堅調に推移しているが、衣料品や生活雑貨など非必需品は弱含
み。価格を重視する消費者が増加し、比較的安価な PB 商品の売行きが好調。猛暑の影響で外出を控える傾向が見られ、特
に日中の客数が減少している。（スーパー） 

➢ 都心部では、アジア圏の旅行客を中心にインバウンド需要が引き続き好調であるものの、増収効果は一巡し、売上げの伸
びは鈍化傾向。割引キャンペーン実施期間中は来店客数が増加。（コンビニエンスストア） 

➢ 物価高の影響で、中古車購入を目的とした来店者が多い。（自動車販売） 
➢ 国内旅行は、旅行単価の上昇や猛暑による外出控えの影響で前年を下回っている。海外旅行は、スポーツ応援旅行をは
じめとする団体を中心に需要が低迷し、前年を下回っている。（旅行） 

➢ 大雨の影響により、数百名分のキャンセルが発生した。一方、昨年オープンした近隣施設でのコンサート開催による来訪
者増加で、宿泊需要が一部拡大。（宿泊） 

➢ クルーズ船の寄港数の増加により、県外からの観光客及びインバウンド客を一定数確保。しかし、猛暑による外出控えの
ほか、大雨が夏季休暇の時期と重なった結果、客数の伸びは限定的。（娯楽） 

 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

輸送機械の自動車は、昨年同様の水準で、横ばい圏内で推移している。はん用・生産用機械は、底堅い
自動化・省力化等に向けた投資需要により、足下持ち直しつつある。電子部品・デバイスは、在庫調整の
進展に加え、一部で需要の回復がみられるなど、足下持ち直しつつある。鉄鋼は、建築資材の需要等が伸
び悩んでおり、横ばい圏内で推移している。 

➢ 国内外向けともに需要は安定しており、昨年度の生産水準から大きな変化はない。（輸送機械） 
➢ 米国通商政策の影響を踏まえ、より需要の高い中東向けを優先的に生産している。（輸送機械） 
➢ 米国通商政策を踏まえ、一部生産を米国に移管している。（輸送機械） 
➢ 大口取引先で一部完成品を米国生産に切り替えるなどの動きがあり、当社の受注が減少している。（金属製品） 
➢ 生産の高度化・自動化に対する需要は底堅い中、自動車製造用ロボットについて、日米では納入先の投資計画見直しの影
響を受けたが、中国・アジアでの受注は堅調に推移している。（電気機械） 

➢ 一部では在庫圧縮のための生産調整をしているものの、欧州を中心とした再エネ発電需要の高まりを受け、増産を開始す
るなど、パワー半導体の生産水準は回復傾向にある。（情報通信機械） 

➢ 中国製鋼材の過剰供給による建築資材の需要の伸び悩みや自動車向けを中心とした最終製品の需要の低迷が想定よりも長
引いており、前四半期と比較しても、現状の生産動向に大きな変動はない。（鉄鋼） 

 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」 

有効求人倍率は、おおむね横ばいとなっているものの、足下では低下している。新規求人数は、前年を
下回っている。企業の人手不足感は、高い状況が続いている。 

➢ コスト上昇分の価格転嫁が進まず、人件費抑制のため求人を控えるなど、物価高や人件費上昇等から求人を控える動きが

一部でみられている。 また、長引く人手不足から従業員一人当たりの業務負担が増加し、より働きやすい職場を求める転

職活動が増加している。（公的機関） 

➢ 物価高による節約志向から売上が減少しており、経営が厳しい状況であるため採用を抑えている。（小売） 

➢ 現場作業員を中心に人手が不足している。賃金水準を引き上げるなど待遇を改善しているものの、応募がない状況が続い

ている。（その他輸送用機械） 
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福岡財務支局 
 

 
 

 設備投資 「7年度は減少見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「自動車・同附属品」等で増加見込みとなっているものの、「非鉄金属」、「情報通信機械器具」
等で減少見込みとなっていることから、全体では減少見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「運輸、郵便」等で減少見込みとなっているものの、「小売」、「金融、保険」等で増加見込
みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ 継続して実施している大型の設備投資が前年度と比べて減少する見込み。（非鉄金属） 

➢ 新規出店や省人化投資等により増加見込み。（小売） 

 企業収益 「7年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、「電気機械器具」等で増益見込みとなっているものの、「非鉄金属」、「自動車・同附属品」等
で減益見込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、「運輸、郵便」等で増益見込みとなっているものの、「学術研究、専門・技術サービス」、「医
療、教育」等で減益見込みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、貸家が増加しているものの、持家、分譲住宅及び給与住宅が減少しているこ

とから前年を下回っている。 

 輸出 「前年を上回っている」 

○ 輸出（円ベース）は、前年を上回っている。なお、輸入（円ベース）は、前年を下回っている。 

 

（その他項目） 

○ 企業の景況感を法人企業景気予測調査（7年7-9月期）の景況判断BSIでみると、7年7-9月期は「下降」
超となっている。先行きについては、7年10-12月期は「上昇」超の見通しとなっている。 

 

 

3．各県の総括判断 

 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

福岡県 
一部に弱さがみられるものの、
緩やかに回復しつつある 

一部に弱さがみられるものの、
緩やかに回復しつつある  

個人消費は、回復のテンポが緩やかになっている。
生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情
勢は、緩やかに持ち直している。 

佐賀県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動
は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、緩
やかに改善しつつある。 

長崎県 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
県内での各種イベントの効果もあり、回復しつつ
ある。生産活動は、電子部品・デバイスを中心に
緩やかに持ち直している。雇用情勢は、緩やかに
持ち直している。 
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沖縄総合事務局 

1．総論 

【総括判断】「管内経済は、回復している」 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

総括判断 回復している 回復している 
 

（注）7年10月判断は、前回7年7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、回復している。観光は、緩やかに拡大しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち直しつつあ

る。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（7年7月判断） 今回（7年10月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 回復している 回復している 
 

観光 緩やかに拡大しつつある 緩やかに拡大しつつある 
 

雇用情勢 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 

 

設備投資 7年度は増加見込み 7年度は増加見込み 
 

企業収益 7年度は増益見込み 7年度は減益見込み 
 

企業の 

景況感 
現状判断は、「上昇」超幅が縮小している 現状判断は、「上昇」超幅が拡大している 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

生産活動 
持ち直しに向けたテンポが緩やかになってい

る 

持ち直しに向けたテンポが緩やかになって

いる  

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、引き続き回復していく

ことが期待される。ただし、物価上昇の継続、米国の通商政策、金融資本市場の変動等の影響に注意する

必要がある。 
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沖縄総合事務局 

2．各論 
 個人消費 「回復している」 

百貨店・スーパー販売額は、物価上昇の影響がみられるものの、観光需要は好調であり、飲食料品の需

要は堅調であることなどから、前年を上回っている。コンビニエンスストア販売額は、観光地周辺の店舗

が引き続き好調なことなどから前年を上回っている。ドラッグストア販売額は、新規出店の効果もあり前

年を上回っている。新車販売台数、中古車販売台数は、ともに前年を上回っている。家電販売額は、前年

の省エネ家電買換応援キャンペーンの反動減が影響し、前年を下回っている。このように個人消費は、回

復している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 中国向けの広報を強化したことなどから免税売上げが非常に好調となっている。物価上昇に伴い、当初から購入目的のギ

フト商品等は買うが、自身で使用する商品のついで買いは少なくなっている。（百貨店・スーパー） 

➢ 来店客数、買上点数が減少しており、消費者の節約志向が強まっている。（百貨店・スーパー） 

➢ 物価高による消費者の節約志向から買上点数の減少が続いているが、旧盆用のオードブル等は販売数量も増加し、過去最

高の売上げを記録するなど、消費の仕方にメリハリがみられる。（百貨店・スーパー） 

➢ 入域観光客数の増加から、観光需要の高い店舗が好調となっている。物価高の影響で販売価格の上昇が続いているが、コ

ンビニは利便性を求める客が多いため、買い控えといった動きはさほど感じていない。（コンビニエンスストア） 

➢ 7月は、前年より気温が低く雨天が多かったことから、人々の外出が少なくなり、来店客数が減少した。（コンビニエンス

ストア） 

➢ 新店効果で前年を上回っている。日焼け止めや制汗剤などは早い時期から売れており好調に推移している。ただし、10月

以降に食品を中心に商品を値上げする予定であり、消費者の動きを注視したい。（ドラッグストア） 

➢ 認証問題の反動増は落ち着きがみられ、足下は新型車の投入が少ないことや、新車価格の上昇などから登録台数は前年同

期を下回っている。（自動車販売店） 

➢ エアコンを中心に昨年の省エネ家電買換応援キャンペーンの反動減が顕著に現れている。（家電量販店） 

➢ 消費者は、必要最低限の物に絞って購入している様子がみられるが、いざ購入するとなると質の良い商品を購入する動き

がみられる。（家電量販店） 

➢ 気温の上昇から殺虫剤や日傘の売行きがよい。園芸の植物や除草剤などの売行きはよかったが、建築関連の木材や塗料な

どは不調となっている。（ホームセンター） 

 観光 「緩やかに拡大しつつある」 

入域観光客数について、国内客は好調な旅行需要により増加しており、外国客は航空路線やクルーズ船

拡充などにより増加している。このように観光は、緩やかに拡大しつつある。 

➢ 沖縄観光の需要は高く、旅客数、売上げは前年を上回っており、好調に推移している。需要の低い平日には、タイムセー

ルを実施し、需要喚起策による利用客を獲得したことも寄与している。（運輸） 

➢ 国内客、外国客ともに順調に推移し、宿泊者数は前年を上回った。国内客も伸びており、物価高騰を背景にした旅行控え

はみられない。（宿泊） 

➢ 夏場の観光ハイシーズンで、国内客、外国客ともに増加している。販売価格もハイシーズン価格に値上げして、売上げが

伸びている。先行きも、団体旅行の予約状況も良く、前年を上回る見込みである。（宿泊） 

➢  海外直行便の増加や円安を背景に外国客が伸びている。特に、今期は、大阪万博の影響か、欧米系の宿泊客も多く見られ

た。（宿泊） 

➢ 観光需要の高まりに加え、北部の大型テーマパーク開業の好影響も受けて、売上げは前年を上回った。売上げ増加は、販

売数量が増えたことによる影響が大きい。10月以降のキャンペーンの予約も順調に推移しており、10～12月期の売上げは、

前年を上回ると見込んでいる。（旅行） 

➢ クルーズ船の外国客は、着実に増加しており、需要は旺盛である。10月以降も、修学旅行及び一般団体旅行などで、引き

続き需要は旺盛である。（運輸） 

➢ 7～9月の売上げは、外国客の需要を獲得することができ全体を押し上げた。（レンタカー） 

➢ 国内客、外国客ともに伸びている。特に、航空便の増便やクルーズ船の増加により、外国客が伸びている。（娯楽） 

➢ 7月は、日本で災害が発生するとの噂がアジアの一部で拡大したことにより、外国客が減った。（ドラッグストア） 
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 雇用情勢 「緩やかに持ち直しつつある」 

有効求人倍率は、横ばいの状況にある。新規求人数は前年を下回っているものの、企業の人手不足感は

高い状況が続いている。このように雇用情勢は、緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 8月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.09 倍で、37ヶ月連続で 1 倍を超えている。正社員登用など処遇改善が進んで

おり、従業員の定着に寄与したことなどから求人の動きに落ち着きがみられる。また、新規求人数の減少は、人手不足の中

で求人手続きに時間を要する場合もあるため、求人を出すタイミングも影響している。（公的機関） 

➢ 観光業界の人手不足は、年々、厳しくなっていると感じており、特に大型バスの運転手不足が深刻である。7～9月は特に

問題無かったものの、修学旅行シーズンの10～12月は、修学旅行生用の大型バスの対応でぎりぎりの状況である。（旅行） 

➢ 外食部門において、離島と北部地域の店舗で人手不足となっており、時短営業を継続している。引き続きＤＸ化を進め、

省人化・省力化に取り組んでいるが、なかなか人手不足の改善に至らない。（百貨店・スーパー） 

➢ 7～9月に中途採用で増員したため、ドライバーを確保できており、人手不足感はあまり無い。ただし、今期は荷受け量が

増えているため、引き続き外部委託は増加している。（運輸） 

➢ 高齢者が応募しても、若年層に比べ体力がないことを理由に企業が採用しないことが多い。しかし、スポットワークを通

じて、高齢者の働きぶりを評価し、直接雇用に至るケースがあった。（職業紹介・労働者派遣） 

 

 設備投資 「7年度は増加見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、建設、運輸・郵便などで減少するものの、サービス、不動産・物品賃貸などで増加するこ
とから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ 生産性向上を目的として、工場の新築を計画している。（食料品） 

➢ ホテルの改築を予定している。（宿泊） 

 企業収益 「7年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 製造業では、増益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、卸売・小売、不動産・物品賃貸で減益となることなどから、減益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「現状判断は「上昇」超幅が拡大している」（全産業）「法人企業景気予測調査」7年7-9月期 
○ 企業の景況判断BSIは、全産業では、「上昇」超幅が拡大している。先行きは、「下降」超に転じるものの、
再び「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数は、分譲で前年を上回っているものの、持家、貸家で前年を下回っていることから、全

体では前年を下回っている。 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 公共工事前払金保証請負額（7年度9月累計）は、前年を上回っている。 

 生産活動 「持ち直しに向けたテンポが緩やかになっている」 

○ 生産活動は、足下で窯業・土石製品が低下していることなどから、持ち直しに向けたテンポが緩やかにな
っている。 
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